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フランスの養子縁組制度
―養子法の概要と現地調査による実務の実態―

























ハーグ条約（Convention de la Haye du 29 mai 1993 sur la protection des






















































































































意見を聴聞される（社会福祉活動・家族法典 L．225‐1条2項）。Patrick Courbe et Adeline



















































































































































































































































































































































































40 Courbe et Gouttenoire, op. cit., p.473.
41 中川・前掲註（1）231頁。養子と養親の家族の間には親族関係が生じないため，養子と




















































のNicole Emam氏，ソーシャルワーカーのDanièle Ikidbachian 氏，心理士
の Patricia Chalon 氏と会い，民間の養子縁組斡旋団体の役割と養子縁組の
実務について，話を伺った。
4月3日，パリの養子縁組課であるEspace Paris adoption（以下，EPA
という）を訪ねた。午前は，課長のRobert Pavy 氏，課長補佐のOdile Scanlon
氏，後述のAFAの派遣員のMonique Castronovo 氏，後述のCNAOPの派




遣員のMartine Lhullier 氏および Rachida Djaifri 氏と会い，EPAの組織と
活動―養親資格認定，民間の養子縁組斡旋団体への認可，国際養子縁組後の
家族の支援，国内養子縁組の実務―について，話を伺った。午後は，引き続




pour l’accès aux origines personnelles（以下，CNAOPという）を訪ねた。
事務局長のRaymond Chabrol 氏と会い，CNAOPの組織と活動―匿名出産
をした子の母に関する情報の保管と母の身分の開示―について，話を伺った。




























































































































































































































































































題・厚生省（Ministère des affaires sociales et de la santé）の社会統合局



















































































































































































































































































第8章 養親子関係（De la filiation adoptive）（1966年
7月11日法律第66‐500号）
第1節 完全養子縁組（De l’adoption plénière）（1966年7月11日法律第66‐
500号）
第1款 完全養子縁組のために要求される条件（Des conditions































































































（organisme autorisé pour l’adoption）に子を引き渡すことによって子の養
子縁組に同意するときは，養親の選択は，国家被後見子の家族会の同意また
は認可された養子縁組斡旋団体の主導で組織される後見家族会（conseil de































































































に，大審裁判所検事正（procureur de la République）の申請によって，養子
の出生地の身分登録簿に転記される。
② （1996年7月5日法律第96‐604号）《養子が外国で生まれた場合には，































































第2節 単純養子縁組（De l’adoption simple）（1966年7月11日法律第66‐
500号）











































































































































宣告された養子縁組のフランスにおける効果（Du conflit des lois
relatives à la filiation adoptive et de l’effet en France des
adoptions prononcées à l’étranger）（2001年2月6日法律第2001‐
111号）
第370‐3条
① 養子縁組の要件は，養親の国の法律に従う。夫婦双方による養子縁組の
場合は，その結合（union）の効果を規律する法律による。ただし，夫婦い
ずれもの国の法律が禁じているならば，養子縁組は宣告されえない。
② 外国籍の未成年者の養子縁組は，その属人法がこの制度を禁じているな
らば，宣告されえない。〔ただし，〕この未成年者がフランスで生まれ，かつ，
フランスに常居所を有するならば，この限りでない。
③ 養子縁組は，適用される法律の如何にかかわらず，子の法定代理人の同
意を必要とする。同意は，子の出生後に，いかなる反対給付もなく得られ，
かつ，養子縁組の結果について説明された，とりわけ，同意が完全養子縁組
のために与えられるのであれば，前存する親子関係の紐帯の断絶は全面的か
つ撤回できない性質のものであることについて説明された，自由なものでな
ければならない。
佐賀大学経済論集 第47巻第6号
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第370‐4条
フランスで宣告された養子縁組の効果は，フランスの法律による。
第370‐5条
外国で正式に宣告された養子縁組は，それが前存する親子関係の紐帯を全面
的かつ撤回できない方法で断絶させるならば，フランスにおいて完全養子縁
組の効果を生じる。そうでなければ，この養子縁組は，単純養子縁組の効果
を生じる。この単純養子縁組は，必要とされる同意が，目的（cause）を十
分に理解したうえで明確に与えられるならば，完全養子縁組へ転換されうる。
フランスの養子縁組制度
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